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Ⅱ-１．企業概要 

・1988年 営業秘密の保護に係る不正競争防止法大改正に伴い通
商産業省産業政策局総務課に知的財産政策室が設置される。 

・1990年 通商産業省組織規定に設置根拠を有する、いわゆる「省令
室」に格上げされる。 

・2000年 経済産業局産業組織課下に置かれる。 

 

Ⅱ-２．沿  革 

Ⅰ．経営理念（企業ビジョン） 

Ⅱ-３．受賞歴・認証･資格等 

・（資格）１９８８年～不正競争防止法の所管課室 
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Ⅵ．価値創造のストーリー 

【過去～現在のストーリー】 

（      ～2012年） 

知的資産の活用状況 

【将来】 【現在】 

【現在～将来のストーリー】 

（2012年～2015年） 

知的資産の活用目標 

Ⅲ-１．内部環境（業務の流れ） 

顧客提供価値 
法の解釈等の提示
を行うことによって、
事業者の迅速な事
業展開可能になる、
正当な事業者が保
護される 

 

④回答 
・文書 

・メール 

・電話等で回答を
送付 

③回答調整 
・室内での検討
等を経て、回答
を調整 

②回答検討 
・蓄積資料 

・過去担当者へ照
会 

・書籍等を参照し
て回答を検討 

 

① 問い合わせ・
申請 
・電話、メール、書
類で関係各方面
から問い合わせを
受け付け 

業務の
流れ 

他社との差別化に繋がっている取組（申請・問い合わせ対応） 

①問い
合わせ 

各種問い合わせについて随時記録をとっている 

窓口担当者が知財法の担当について概要を理解している 

ホームページにモデル書式を準備している 

②回答
検討 

③回答
調整 

外部ネットワークを利用することができる 

④回答 複数担当者の協議により、正確性のある回答をできる 

室内決済プロセスが早く、迅速に回答できる 

顧客提
供価値 

法の解釈等の提示を行うことによって、事業者の迅速な事業展
開可能になる、正当な事業者が保護される 

【 自社の強み 】  【 自社の弱み 】 （経営課題） 

Ⅲ-２ 内部環境（強み･弱み） 

Ⅳ． 外部環境（機会と脅威） 

Ⅴ．今後のビジョン（方針・戦略） 

人的資産 
※従業員が退職時に一緒に持ち出
す資産（ノウハウ、技能、経験、モチ
ベーション、経営者の能力など） 

柔軟な思考と活気 

知財に関する専門的知識 

構造資産 
※従業員の退職時に企業内に残留
する資産（システム、ブランド力、もう

かる仕組みなど） 

法制度調査、ガイドラインの
蓄積 

関係資産 
※企業の対外的関係に付随した全て
の資産（販路、顧客・金融機関などと

の関係など） 

関係部署・業界・士業団体と
のネットワーク 

講演、説明会の開催 

(12回 2012年4月-9月末) 

雑誌等での公報 

そ の 他 
※上記３分類に属さないもの 

（資金、設備など） 

不正競争防止法改正 

人的資産 

柔軟な思考と活気 

知財に関する高い専門的知識 

研修等参加による積極的な自己研鑽の
推進 

構造資産 

法制度調査、ライドラインの蓄積、更新 

資料の分類、整理 

問い合わせ回答の保存リスト化 

回答時間短縮への取り組み 

関係資産 

関係部署・業界・士業団体とのネットワー
クのリスト化 

講演、説明会の継続的な開催 

（１２回以上／半期） 
雑誌等での積極的な公報 

そ の 他 

知財関連法制の改正動向の把握 

【 その理由・背景 】 【 その理由・背景 】 

Ｋ
Ｇ
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機  会 

技術流出や営業秘密の流出に対する企業の高い関心、知財に関する情報ニーズ 

知的資産経営に対する継続的関心 

企業の非財務情報把握に対する金融機関のニーズ 

不正競争防止法を用いた不正競争行為の取締のニーズ 

脅  威 

知財管理・活用に対する企業内部でのコスト意識、積極的な知財戦略が取られにくい状況 

特に中小企業における、自社には「知的資産がない」とのセルフイメージ 

海外知財ファンドや知財取引所構想など、新たな知財管理手法の台頭 

人員削減、新規採用者減 

外部環境と知
的資産を踏まえ
た今後のビジョ

ン 

① 迅速かつ的確な不正競争取締行為の遂行補助 

② 営業秘密保護、技術流出防止への実効的な対策、事業者への効果的な周知 

③ 知財活用支援のための環境整備、事業者への効果的な周知 

④ 不正競争類型の適切な保護 

キャッチフレーズ   見えないものは守れない、守れるものは見えるものだけ 

今後のビジョン
を実現するため

の取組 

① 過去の事例の整理・蓄積、業務参考資料（室内マニュアル、参考文献等）の継続的な更新、担当者の自己研鑽の
推進、講演等普及活動の実施、実用的なガイドラインの整備 
 
② 営業秘密管理指針の効果的な周知方法の検討（章立ての見直しなど）、技術流出防止指針の改訂の検討、営業
秘密保護を含む企業経営層へのコンプライアンス浸透策の検討 
 
③ 金融機関が知財情報を活用して資金供給できる環境作り、中小企業・大学の知財管理高度化に必要な機能の検
討、知財活用円滑化に向けた継続的な情報収集 
 
④ 不競法保護範囲の検討、知財関連法制の改正動向の把握 

日本の企業、事業者が直接又は間接に知的財産を用いて、生産性や収益性を向上させることができるようにすること。 

【室長】石塚 康志 

【住所】100-8901 東京都千代田区霞が関1-3-1 

【室員】１０名（室長１名、室長補佐３名、係長３名、 

         係員２名、非常勤１名） 
【URL】
http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki

/index.html（不正競争防止法） 

・マンパワーが小さい 

・異動とともにネットワークが切れてしまうことがある 

・蔵書の更新が滞ることがある 

・判例等のデータベース整理が必要 

・担当者の知識  ・他省庁とのネットワーク 

・複数の者が一つの案件を担当できる体制  

・意思決定が速い ・室内のコミュニケーションが活発 

・法所管組織からの発信という信頼性 ・過去の調査の蓄積 

・調査等の蓄積や前任者に照会が可能 

・室全体の風通しが良く、若手職員が多い。 

・ワークライフバランスを重視しており、有給休暇の所得を促
進している。 

・特許庁や文科省からの出向者や、省内知財関連部署経験
者が在籍している。 

・業界や関係団体と連携の上企画立案を行っている 

・室員数が少ない 

・知財部門経験者が少ないことがある 

・中小企業にリーチするツールやノウハウが少ない 

・改正不正競争防止法の的確な執行 

・営業秘密管理指針の周知 

 

・中小企業を含めた知財保護、活用への意識向上 

・中小企業を含めた技術流出防止対策、海外展開
への支援策の拡充 

申
請
・問
い
合
わ

せ
対
応 

我が国の
競争秩序
の維持 

 

我が国企
業の競争
力UP！ 

顧客提供価値 
適切な政策の立案
を行うことで、事業
者の迅速な事業展
開可能になる、正当
な事業者が保護さ
れる 

④政策の普及 
普及活動、講演、
メディアへの提供、
Web 

③政策の実現 
審議会、立法手
続き、ガイドライ
ン作成 

②政策立案 
明らかになった課
題に対する検討、
政策企画立案 

① 現状のレ
ビュー 
ヒアリング、調査
研究等による政策
ニーズの把握 

政
策
の 

企
画
立
案 

業務の
流れ 

他社との差別化に繋がっている取組（政策の企画立案） 

①現状
のレ
ビュー 

執行機関や関係者との連絡を密にとっているため、現状把握を効
率的に行うことができる 

関係業界、支援機関からの意見吸い上げができる 

②政策
立案 

外部ネットワークを利用することができる 

③政策
の実現 

不競法や各種指針を直接所管しているので、素早くこれらに新政策
を反映できる 

④政策
の普及 

立法担当組織からの発信であり信頼性が得られる 

顧客提
供価値 

適切な政策の立案を行うことで、事業者の迅速な事業展開可能に
なる、正当な事業者が保護される。 

作成支援：  森下勉 中小企業診断士 
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